
議案第３０号  

 

 

   令和５年度調布市介護保険事業特別会計予算  

 

 

 上記の議案を提出する。  

 

 

  令和  ５  年  ２  月２８日  

 

 

               提出者  調布市長  長  友  貴  樹     

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 

 



 

 

 



目　　　　　　　　　　次

   第１表　 歳 入 歳 出 予 算

Ⅰ 歳入歳出予算事項別明細書

第90款

第  5款 保 険 料

第12款

第15款

繰 入 金

繰 越 金

第20款 支 払 基 金 交 付 金

国 庫 支 出 金

第40款

予　　　 　　　算

１ 総 括

２ 歳 入

予　 算 　説 　明

令和５年度調布市介護保険事業特別会計予算

第25款

第30款

地 域 支 援 事 業 費

第25款 都 支 出 金

第30款 財 産 収 入

第45款 諸 収 入

第35款

３ 歳 出

第  5款 総 務 費

第10款 保 険 給 付 費

Ⅱ　給与費明細書

2

3

7

7

8

予 備 費

諸 支 出 金

52

50

24

44

46

12

16

16

12

基 金 積 立 金

36

介　護　保　険　事　業　特　別　会　計

8

8

10

10

12

12



- 2 - 

   令和５年度調布市介護保険事業特別会計予算  

 

 

 令和５年度調布市の介護保険事業特別会計の予算は，次に定めるところに

よる。  

 （歳入歳出予算）  

第１条  歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 16,584,122千円と定める。  

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表歳入歳

出予算」による。  

 （一時借入金）  

第２条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規

定による一時借入金の借入れの最高額は，  100,000千円と定める。  

（歳出予算の流用）  

第３条  地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。  

(1)  各項に計上した経常的経費（給料，職員手当等及び共済費を除く。）

に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内での一件金額  500

千円までのこれらの経費の各項の間の流用  

(2)  保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における  

 款内でのこれらの経費の各項の間の流用  

 

 

  令和  ５  年  ２  月２８日   提出  

 

 

                   調布市長  長  友  貴  樹  

 



 

,771,246

1

表

0 国 庫 補 助 金 918,237

20 支 払 基 金

 

交 付 金 4,331,0

歳

38

5 支 払 基 金 交 付 金 4,331,038

入

25 都 支 出 金 2,343,625

5 都 負

歳

担 金 2,276,006

7 都 補 助 金 67,

出

619

30 財 産 収 入 604

5 財 産 運 用 収

予

入 604

35 繰 入 金 2,569,017

算

5 一 般 会 計 繰 入 金 2,

歳

569,017

40 繰 越 金 1

5 繰 越 金 1

入

45 諸 収 入 39

5

款

延 滞 金 ， 加 算 金 及 び 過

項

料 3

10 市 預 金 利 子

金

1

15 雑 入 35

歳 入 合 計 16,584,122

 額

千円
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5 保 険 料 3,650,315

5 介 護 保 険 料 3,65

第

0,315

15 国 庫

 

支 出 金 3,689,4

１

83

5 国 庫 負 担 金 2



款

険 給 付 費 15,530

項

,000

5 介 護 サ ー

金

ビ ス 等 諸 費 13,961,800

10 介 護 予 防 サ ー ビ ス 等 諸 費 5

 

35,700

15 そ の 他 諸 費 19,000

20 高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費 554,900

23 高額医療合算介

額

護サービス等費 86,

千

700

30 特 定 入 所

円

者 介 護 サ ー ビ ス 等 費 3

-

71,900

12 地

 

域 支 援 事 業 費 528,

4

495

2 介護予防・

 

生活支援サービス事業

-

費 504,090

1

5

0 包 括 的 支 援 事 業 ・ 任

総

意 事 業 費 23,065

務

15 そ の 他 諸 費 1,

費

340

25 基 金 積 立

3

金 59,430

5 基

7

金 積 立 金 59,430

9

30 諸 支 出 金 86,

,

051

5 償 還 金 及 び

1

還 付 金 6,053

1

4

0 繰 出 金 79,998

6

90 予 備 費 1,000

5 予 備 費 1,00

5

0

歳 出

総

合

務

計 16,584,12

管

2

理 費 213,098

10 徴 収 費 11,652

15 介 護

歳

認 定 審 査 会 費 97,339

20 認 定 調 査 費

出

57,057

10 保



 

 

 

 

 

 

 介護保険事業特別会計予算説明書  



 

 

 



B3セルの左上に合わせる

B42ちょい↑

1   総     括

      本 年 度 予 算 額       前 年 度 予 算 額 比　　　　　　較 構成比

千円 千円 千円 ％

5 保 険 料 3,650,315 3,622,867 27,448 22.0

15 国 庫 支 出 金 3,689,483 3,770,548 -81,065 22.3

20 支 払 基 金 交 付 金 4,331,038 4,291,320 39,718 26.1

25 都 支 出 金 2,343,625 2,396,786 -53,161 14.1

30 財 産 収 入 604 604 0 0.0

35 繰 入 金 2,569,017 2,629,172 -60,155 15.5

40 繰 越 金 1 1 0 0.0

45 諸 収 入 39 69 -30 0.0

16,584,122 16,711,367 -127,245 100.0

   Ⅰ     歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

歳　　  　　入　  　　　合　 　　 　計

  ( 歳   入 ）

   款

比　　　較

国・都支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

5 総 務 費 379,146 382,750 -3,604 30 379,116 2.3

10 保 険 給 付 費 15,530,000 15,350,000 180,000 5,795,796 7,612,959 2,121,245 93.6

12 地 域 支 援 事 業 費 528,495 926,770 -398,275 234,905 225,968 67,622 3.2

25 基 金 積 立 金 59,430 42,393 17,037 59,430 0.4

30 諸 支 出 金 86,051 8,454 77,597 2,400 83,597 54 0.5

90 予 備 費 1,000 1,000 0 1,000 0.0

16,584,122 16,711,367 -127,245 6,033,101 7,981,984 2,569,037 100.0歳      出      合      計

構 成 比

  ( 歳   出 ）

款

   本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳    

一 般 財 源

特         定          財        源
本　年　度

　
予　算　額

前　年　度
　

予　算　額
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50,3

9 保険者

1

機能強化推進交付金 1

5

2,545 25,43

3

9 -12,894

,622

 

,867 27,448

5 介護保険料 3,650,315 3,622,867 27,448

5 第一号被保険者保険料 3,650,315 3,622,867 27,448

2  歳  入

15 国庫支出金 3,689,483 3,770,548 -81,065

款

5 国庫負担金 2,771,246 2,7

項

33,666 37,5

本

80

5 介護給付費負担金 2,771,2

年

46 2,733,666 37,580

度 前 年 度 比 較

10 国庫補助金 918,237 1,036,882 -118,645

5 調整交付金 748,547 706,101 42,446

7 地域支援

目

事業交付金（介護予防・総合事業） 126,358 135,943 -9,585

-

8

 

地域支援事業交付金（

8

包括的支援・任意） 8

 

,880 147,45

-

5 -138,575

  

5 保険料 3,6



5／100

10 過年度分 1 ○地域支援事業交付金（包括的支援・任意） 1

5 保険者機能強化 12,545 ○保険者機能強化推進交付金 12,545
推進交付金

第 5款 保険料
第15款 国庫支出金

5 現年度分 3,634,450 ○現年度分 3

 

,634,450
調定見込額

3,689,797千円×98.5％

 

10 滞納繰越分 15,865 ○滞納繰越分

（

15,865
調定

単

見込額

位

63,460千円×

：

25.00％

千円）

節

5 現年度分 2,771,245 ○介護給付費負担金 2,771,245
対象基本額（施設等給付費） 1,004,265

6,695,100千円×15／100
対象基本額（居宅給付費） 1,766,980

説

8,834,900千円×20／100

10 過年度分 1 ○介護給付費負担金 1

5 現年度分 748,546 ○調整交付金 748,546
対象基本額

15,530,000千円×4.82／100

10 過年度分 1 ○調整交

明

付金 1

区

5 現年度分 126,357 ○地域支援事業交付金（介

分

護予防・総合事業） 1

金

26,357
対象基本額

505,430千円×25／100

10 過年度分 1 ○地域支援

額

事業交付金（介護予防・総合事業） 1

  

5

-

現年度分 8,879 ○

 

地域支援事業交付金（

9

包括的支援・任意） 8

 

,879
対象基本

-

額（包括的支援・任意事業） 713
1,853千円×38.5／100

対象基本額（社会充実事業） 8,166
21,212千円×38.



1,907 21,944 -37

20 支払基金交付金 4,331,038 4,291,320 39,718

5 支払基金交付金 4,331,038 4,291,320 39,718

5 介護給付費交付金 4,193,101 4,144,501 48,600

款
項 本 年 度

7 地

前

域支援事業支援交付金 137,937 146

年

,819 -8,882

度 比 較

25 都支出金 2,343,625 2,396,786 -53,161

5 都負担金 2,276,006 2,255,086 20,920

5 介護給付費負担金 2,276,006 2,255,086 20,920

目

7 都補助金 67,619 141,700 -74,081

5 地域支援事業交付金（介護予防・

-

総合事業） 63,17

 

9 67,972 -4,

1

793

0 -   

1

10 地域

0

支援事業交付金（包括

保

的支援・任意） 4,4

険

40 73,728 -6

者

9,288

努力支援交付金 2



象基本額（社会充実事業） 4,083
21,212千円×19.25／100

10 過年度分 1 ○地域支援事業交付金（包括的支援・任意） 1

第15款 国庫支出金
第20款 支払基金交付金
第25款 都支出金

5 保険者努力支援 21,907 ○保険者努力支援交付金 21,907
交付金

（単位：千円）

5 現年度分 4,193,100 ○介護給

節

付費交付金 4,193,100
対象基本額

15,530,000千円×27／100

10 過年度分 1 ○介護給付費交付金 1

5 現年度分 137,936 ○地域支援事業支援交付金 137,936
対象基本額

510,876千円×27／100

10 過年度分 1

説

○地域支援事業支援交付金 1

5 現年度分 2,276,005 ○介護給付費負担金 2,276,005
対象基本額（施設等給付費） 1,171,642

明

6,695,100千円×17

区

.5／100
対象基本額（居宅給付費） 1,104,363

8,834,900千円×1

分

2.5／100

10

金

過年度分 1 ○介護給付費負担金 1

額

 

5 現年度分 63,178 ○地域支援事

 

業交付金（介護予防・総合事業） 63,17

-

8
対象基本額

 

505,

1

430千円×12.5

1

／100

10 過年度

 

分 1 ○地域支援事業交

-

付金（介護予防・総合事業） 1

5 現年度分 4,439 ○地域支援事業交付金（包括的支援・任意） 4,439
対象基本額（包括的支援・任意事業） 356

1,853千円×19.25／100
対



5 財産運用収入 604 604 0

5 利子及び配当金 604 604 0

35 繰入金 2,569,017 2,629,172 -60,155

5 一般会計繰入金 2,56

款

9,017 2,629,172 -60,15

項

5

5 介護給付費繰

本

入金 1,941,250 1,918,750

年

22,500

度 前

10 事務費繰

年

入金 154,396 154,946 -550

度 比

15 職員給与費等繰入金 198,079 20

較

1,610 -3,531

25 地域支援事業繰入金（介護予防・総合事業） 63,178 67,971 -4,793

26 地域支援事業繰入金（包括的支援・任意） 4,439 73,727 -69,288

目

28 低所得者保険料軽減繰入金 180,000 185,000 -5,000

35 その他一般会計繰

-

入金 27,675 27

 

,168 507

12 -

40 繰越金 1 1 0

5 繰越金 1 1 0

 

5 繰越金 1 1 0

45 諸収入 3

 

9 69 -30

5 延滞金，加算金及び過料

3

3 3 0

5 第一号被

0

保険者延滞金 1 1 0

財産収入 604 604 0



3 介護保険給付費 603 ○介護保険給付費等準備基金利子収入 603
等準備基金利子
収入

5 高額介護サービ 1 ○高額介護サー

（

ビス費等貸付基金利子

単

収入 1
ス費等貸付基金

位

利子収入

：千円）

節

5 介護給付費繰入 1,941,250 ○介護給付費繰入金 1,941,250
金

5 事務費繰入金 154,396 ○事務費繰入金 154,396

説

5 職員給与費等繰 198,079 ○職員給与費等繰入金 198,079
入金

5 地域支援事業繰 63,178 ○地域支援事業繰入金（介護予防・総合事業） 63,178
入金（介護予防
・総合事業）

明

5 地域支援事業繰 4,439 ○地域支援

区

事業繰入金（包括的支援・任意） 4,439
入金（包括的支
援・任意）

分 金

5 低所得者保険料 180,000 ○低所得者保険料軽減繰入金 180,000
軽減繰入金

額

 

5 その他一般会計 27,675 ○その他一般会計繰

 

入金 27,675
繰入金

- 

5

1

繰越金 1 ○前年度繰越

3

金 1

 -

5 第一号被保険者 1 ○第一号被保険者延滞金 1
延滞金

第30款 財産収入
第35款 繰入金
第40款 繰越金
第45款 諸収入



1 0

15 過料 1 1 0

10 市預金利子 1 1 0

5 市預金利子 1 1 0

15 雑入 35 65 -30

5 第三者納付金 1 1 0

10 返納金 1 1 0

15 雑入 33 63 -30

款
項 本 年 度 前 年 度 比 較
目

- 14 -   

10 第一号被保険者加算金 1



5 第一号被保険者 1 ○第一号被保険者加算金 1
加算金

5 過料 1 ○過料 1

5 預金利子 1 ○預金利子 1

（単

5 第三者納付金

位

1 ○第三者行為賠償金

：

1

千

5 返納金 1 ○返納金

円

1

）

5 自動車損害共済 30 ○自動車損害

節

共済金 30
金

8 清算返還金 2 ○サービス事業者清算返還金 1
○公務災害補償基金負担金返還金 1

10 雑入 1 ○雑入 1

第45款 諸収入

説 明
区 分 金 額
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一般財源目    国・都支出金 地 方 債 そ の 他
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5 総務費 379,146 382,750 -3,604 30 379,116

5 総務管理費 213,098 216,201 -3,103 30 213,068

5 一般管理費 213,098 216,201

3

-3,103 30 213,068

 歳  出

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較

 

特 定 財 源



明
区   分 金  額

  - 17 -

1 報酬 5

 

,476 （職員人件費）
◎一般職人件費 198,079

2 給料 92,885 ・一般職

 

職員給 ２８人 92,885
・諸手当等 6

（

5,978
3 職員手

単

当等 73,902 ・

位

時間外勤務手当 6,8

：

43
・共済費 32,

千

373
4 共済費 32

円

,373
（高齢者支援

）

室（高齢福祉担当））
7 報償費 120 ◎介護保険事業運営費 482

・ケアプラン点検事業費 134
8 旅費 333 ・システム使用料 348

10 需用費 3,381 （高齢者支援室（介護保険担当））
◎介護保険事業運営費 14,537

11 役務費 2,591 ・介護支援専門員報酬等 6,847
介護支援専門員報酬 ２人 5,476

12 委託料 421 期末

節

手当 1,081
通勤費用 290

13 使用料及び 1,327

 

・介護支援専門員旅費 5
賃借料 ・職員旅

 

費 38
・消耗品費 3,155

17 備品購入費 139 ・通信運

 

搬費 2,532
・機器借上料 636

18

 

負担金，補助 120 ・事務費負担金 120
及び交付金 ・車両管理費 238

・諸経費 966
21 補償，補塡 30

及び賠償金

第 5款 総務費

説



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 18 -   

10 徴収費 11,652 11,603 49 11,652

5 賦課徴収費 11,652 11,603 49 11,652

本 年

 

度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 19 -

8 旅費 4 （高齢者支援室（介護保険担当））
◎賦課徴収事務費 11,652

10 需用費 2,397

（

・職員旅費 4
・印刷

単

製本費 2,397
1

位

1 役務費 7,864

：

・通信運搬費 7,65

千

0
・収納事務手数料

円

208
12 委託料 1

）

,387 ・封入封かん委託料 1,181
・収納業務委託料 206
・諸経費 6

第 5款 総務費

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 20 -   

15 介護認定審査会 97,339 90,082 7,257 97,339
費

5 介護認定審査会 97,339 90,082 7,257 97,339
費

  

本 年 度

 

の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 21 -

1 報酬 26,828 （高齢者支援室（介護保険担当））
◎介護認定審査

（

会費 97,339
8

単

旅費 15 ・認定審査

位

会委員報酬  ６０人

：

26,828
・委員

千

旅費 15
11 役務費

円

37,483 ・通信

）

運搬費 4,723
・主治医意見書等手数料 32,760

12 委託料 33,013 ・介護認定審査業務委託料 33,013

第 5款 総務費

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 22 -   

20 認定調査費 57,057 64,864 -7,807 57,057

5 認定調査費 57,057 64,864 -7,807 57,057

本 年 度 の

 

財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 23 -

1 報酬 30,396 （高齢者支援室（介護保険担当））
◎介護認定調査費 57,

（

057
3 職員手当等

単

5,672 ・職員旅

位

費 20
・介護認定調

：

査専門員報酬等 36,

千

854
8 旅費 1,1

円

66 介護認定調

）

査専門員報酬 １０人 30,396
期末手当 5,672

12 委託料 19,823 通勤費用 786
・介護認定調査専門員旅費 360
・認定調査委託料 19,823

第 5款 総務費

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 24 -   

10 保険給付費 15,530,000 15,350,000 180,000 5,795,796 7,612,959 2,121,245

5 介護サービス等 13,961,800 13,853,300 108,500 5,210,539 6,844,210 1,907,051
諸費

5 介護サービス等 13,961,800 13,853,300 108,500 5,210,

本

539 6,844,210 1,907,05

年

1
諸費

度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 25 -

（単位：千円）

18 負担金，補助 13,961,800 （高齢者支援室（介護保険担当））
及び交付金 ◎介護サービス等諸費 13,961,800

・居宅介護サービス等給付費 7,455,700
・地域密着型介護サービス等給付費 1,519,400
・施設介護サービス等給付費 4,215,700
・居宅介

節

護福祉用具購入費 21,000
・居宅介護住宅改修費 25,00

 

0
・介護サービス計画等給付費 725,0

 

00

第10款 保険給付費

  説 明
区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 26 -   

10 介護予防サービ 535,700 559,600 -23,900 199,926 262,607 73,167
ス等諸費

5 介護予防サービ 535,700 559,600 -23,900 199,926 262,607 73,167
ス等諸費

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 27 -

（単

18 負担金，補助 53

位

5,700 （高齢者支

：

援室（介護保険担当）

千

）
及び交付金 ◎介護予

円

防サービス等諸費 53

）

5,700
・介護予防サービス等給付費 430,800
・地域密着型介護予防サービス等給付費 100
・介護予防福祉用具購入費 6,300
・介護予防住宅改修費 20,500
・介護予防サービス計画等給付費 78,000

第10款 保険給付費

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 28 -   

15 その他諸費 19,000 19,000 0 7,091 9,314 2,595

5 その他諸費 19,000 19,000 0 7,091 9,314 2,595

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 29 -

12 委託料 19,000 （高齢者支援室（介護保険担当））
◎

（

その他諸費 19,00

単

0
・審査支払委託料

位

19,000

第10款

：

保険給付費

千円）

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 30 -   

20 高額介護サービ 554,900 554,900 0 207,089 272,018 75,793
ス等費

5 高額介護サービ 554,900 554,900 0 207,089 272,018 75,793
ス等費

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 31 -

18 負担

（

金，補助 554,90

単

0 （高齢者支援室（介

位

護保険担当））
及び交

：

付金 ◎高額介護サービ

千

ス等費 554,900

円

・高額介護サービス

）

費 554,000
・高額介護予防サービス費 900

第10款 保険給付費

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 32 -   

23 高額医療合算介 86,700 86,700 0 32,357 42,501 11,842
護サービス等費

5 高額医療合算介 86,700 86,700 0 32,357 42,501 11,842
護サービス等費

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 33 -

18 負担

（

金，補助 86,700

単

（高齢者支援室（介護

位

保険担当））
及び交付

：

金 ◎高額医療合算介護

千

サービス等費 86,7

円

00
・高額医療合算

）

介護サービス費 85,000
・高額医療合算介護予防サービス費 1,700

第10款 保険給付費

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 34 -   

30 特定入所者介護 371,900 276,500 95,400 138,794 182,309 50,797
サービス等費

5 特定入所者介護 371,900 276,500 95,400 138,794 182,309 50,797
サービス等費

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 35 -

（単

18 負担金，補助

位

371,900 （高齢

：

者支援室（介護保険担

千

当））
及び交付金 ◎特

円

定入所者介護サービス

）

等費 371,900
・特定入所者介護サービス費 371,400
・特定入所者介護予防サービス費 500

第10款 保険給付費

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 36 -   

12 地域支援事業費 528,495 926,770 -398,275 234,905 225,968 67,622

2 介護予防・生活 504,090 536,640 -32,550 219,608 221,473 63,009
支援サービス事
業費

5 介護予防・生活 453,100 479,640 -26,540 197,393 199,071 56,636
支援サービス事
業

本

費

年 度 の 財

10 介護予防ケアマ 50,

源

990 57,000 -6,010 22,21

内

5 22,402 6,373
ネジメント事業
費

訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 37 -

（単位：千円）

18 負担金，補助 453,100 （高齢者支援室（介護保険担当））
及び交付金 ◎介護予防・生活支援サービス諸費 453,100

・介護予防・生活支援サービス給付費 453,100

12 委託料 50,990 （高齢者支援室（

節

介護保険担当））
◎介護予防ケアマネジメント事業費 50,990

 

・介護予防ケアマネジメント事業費 50,

 

990

第12款 地域支援事業費

  説 明
区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 38 -   

7 △一般介護予防事 0 5,811 -5,811
業費

5△一般介護予防事 0 5,811 -5,811
業費

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 39 -

○科目減

第12款 地域支援事業費

（単位：千円）

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 40 -   

10 包括的支援事業 23,065 382,999 -359,934 14,716 3,907 4,442
・任意事業費

10 任意事業費 1,853 1,468 385 1,182 314 357

本 年 度

15 在宅医療・介護

の

14,392 44,113 -29,721 9

財

,184 2,437 2,771
連携推進事業

源

費

内 訳款
項

25 認知症総合支援

本

6,690 18,90

 

6 -12,216 4,

年

268 1,133 1,

 

289
事業費

度 前 年 度 比 較

3

特

0 地域ケア会議推 130 4,130 -4,000 82 23 25
進事

定

業費

財

5△包

源

括的・継続的 0 267,862 -267,862
ケアマネジメン
ト支援事業費

20△生活支援体制整 0 46,520 -46,520
備事業費

一般財源目



  分 金  額

  - 41 -

10 需用費 218 （高齢者支援

（

室（介護保険担当））

単

◎給付費通知費 1,0

位

83
11 役務費 77

：

1 ・給付費通知通信

千

運搬費 771
・給付

円

費通知封入封かん委託

）

料 94
12 委託料 864 ・印刷製本費 218

◎指定市町村事務受託法人委託料 770
・指定市町村事務受託法人委託料 770

12 委託料 14,392 （高齢者支援室（高齢福祉担当））
◎在宅医療・介護連携推進事業費 14,392
・在宅医療連携窓口

節

事業費 14,392

  

7 報償費 42 （高齢者支援室（高齢福祉担当））
◎

 

認知症総合支援事業費 6,690
10 需用

 

費 663 ・認知症初期集中支援事業費 3,072
・認知症支援対策費 3,618

11 役務費 13

12 委託料 5,972

7 報償費 130 （高齢者支援室（高齢福祉担当））
◎地域ケア会議推進事業費 130
・地域ケア会議運営費 130

説

○科目減

○科目減

第12款 地域支援事業費

明
区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 42 -   

15 その他諸費 1,340 1,320 20 581 588 171

5 その他諸費 1,340 1,320 20 581 588 171

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 43 -

12 委託料 1,340 （高齢者支援室（介護保険担当））
◎その他諸費 1,340
・審査支

（

払委託料 1,340

第

単

12款 地域支援事業費

位：千円）

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 44 -   

25 基金積立金 59,430 42,393 17,037 59,430

5 基金積立金 59,430 42,393 17,037 59,430

5 介護保険給付費 59,430 42,393 17,037 59,430
等準備基金積立
金

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 45 -

（

24 積立

単

金 59,430 （高齢

位

者支援室（介護保険担

：

当））
◎介護保険給付

千

費等準備基金積立金 5

円

9,430
・基金積

）

立金 58,827
・利子積立金 603

第25款 基金積立金

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 46 -   

30 諸支出金 86,051 8,454 77,597 2,400 83,597 54

5 償還金及び還付 6,053 6,053 0 6,000 53
金

5 償還金及び還付 6,053 6,053 0 6,000 53
金

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 47 -

22 償還金

（

，利子 6,053 （高

単

齢者支援室（介護保険

位

担当））
及び割引料 ◎

：

償還金，利子及び還付

千

金 6,053
・国・

円

都支出金過年度清算返

）

還金 2
・介護給付費交付金過年度清算返還金 1
・保険料過誤納還付金 6,000
・還付加算金 50

第30款 諸支出金

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 48 -   

10 繰出金 79,998 2,401 77,597 2,400 77,597 1

5 一般会計繰出金 79,998 2,401 77,597 2,400 77,597 1

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 49 -

27 繰出金 79,998 （高齢者支援室（高齢福祉担当）

（

）
◎一般会計繰出金 7

単

9,997
・一般会

位

計繰出金 79,997

：

（高齢者支援室（介護

千

保険担当））
◎一般会

円

計繰出金 1
・一般会

）

計繰出金 1

第30款 諸支出金

節
    説 明

区



   国・都支出金 地 方 債 そ の 他

- 50 -   

90 予備費 1,000 1,000 0 1,000

5 予備費 1,000 1,000 0 1,000

5 予備費 1,000 1,000 0 1,000

本 年 度 の 財 源 内 訳款
項 本 年 度 前 年 度 比 較 特 定 財 源

一般財源目



  分 金  額

  - 51 -

第90款 予備費

（単位：千円）

節
    説 明

区



　　　　Ⅱ　　給　　 与　 　費 　　

１　特　別　職

　　　　　　　　        給　　　          　　　　与

報　　酬 給　　料 期 末 手 当 地 域 手 当

(千円)

年間支給率

(人) (千円) (千円) (月分) (千円)

　

　

計 0 -3,966

その他の特別職 0 -3,966

比　較

長　　  　　等

議　　　  　員

計 60 30,794 　

その他の特別職 60 30,794

前年度

長　　  　　等

議　  　　　員

計 60 26,828

その他の特別職 60 26,828

議　  　　　員

区　　　　分
職 員 数

本年度

長　　  　　等

- 52 -



 　明　　 細　 　書

　　　　　　          費

寒冷地手当 そ の 他 の 計 共　済　費 合　　　計 備　　　　　考

手　　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

-3,966-3,966

-3,966 -3,966

30,794 　 30,794

30,794

　

30,794

26,828 26,828

26,828 26,828

- 53 -



２　一　般　職

 (1)　総　括

区　　　分 給　　　料 職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円)

本　年　度 28(12) 92,885 78,353 207,110

前　年　度 28(12) 94,780 79,513 208,521

比　　　較 0( 0) -1,895 -1,160 -1,411

※　職員数欄（　）内は，短時間勤務職員数を外書きで表しています。

地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

職 員 手 当
(千円) (千円) (千円)

本　年　度 15,421 180 2,413

の　内　訳
前　年　度 15,831 213 2,921

比　　　較 -410 -33 -508

 (2)　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　　分 　　      増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳　　（千円）

給　　　料  給与改定に伴う増減分 299

 昇給に伴う増加分 1,644

 その他の増減分 -3,838

職 員 手 当  その他の増減分 -1,160

144

1,644

区　　　分
扶 養 手 当

(千円)

(千円)

職　員　数

35,872

報　　　酬

　給　　　　　与　　　　　費

34,228

-1,160

  増 減 額 （千円）

-1,895

1,602

1,458

- 54 -



(千円) (千円)

32,373 239,483

32,831 241,352

-458 -1,869

　時間外勤務手当 特 別 調 整 額 期末・勤勉手当

(千円) (千円) (千円)

6,843 1,889 50,005

7,284 2,703 49,103

-441 -814 902

        説　　　　　明　（千円）

　給与改定の状況

　　　　　　前年度給与の改定率 0.33%

　　　　　　前年度給与改定実施時期 令和4年4月

　平均昇給率 1.71%

その他の減分 -3,838 　職員数の異動状況

　　　　　　現に在職する

　　　　　　職　 員 　数　 　その他　　　　計

　　本年度　   28(12)人　　  0(0)人     28(12)人

　　前年度　   28(12)人　　  0(0)人     28(12)人

　　増　減　 　 0( 0)人　    0(0)人　 　 0( 0)人

 扶養手当の増分 144

 地域手当の減分 -410

 住居手当の減分 -33

 通勤手当の減分 -508

 時間外勤務手当の減分 -441

 特別調整額の減分 -814

 期末・勤勉手当の増分 902

備　　　　　     　考

備　　　　　　　　　考

合　　　　計共　済　費
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(3)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

　イ　初任給

総合職

一般職

 平   均   年   齢

国　　の　　制　　度

185,200

189,700

154,600

上    級

令和４年１月１日現在

一 般 行 政 職

（円）

152,200初    級

区　　分

187,900

 平 均 給 料 月 額

一 般 行 政 職（円）

令和５年１月１日現在

 平 均 給 料 月 額

 平 均 給 与 月 額

 平   均   年   齢

289,846

359,525

40.8

 平 均 給 与 月 額

40.9

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職

286,117

351,662
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　ウ　級別職員数

級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級

計

　　　（級別の基準となる職務）

７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

課　長　の 課長補佐 係　長　の 主　任　の 主　事　の

職    　務 の 職 務 職    　務 職    　務 職    　務

７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

課　長　の 課長補佐 係　長　の 主　任　の 主　事　の

職    　務 の 職 務 職    　務 職    　務 職    　務

 9

 4

28

14.3

 1  3.6

 2

14.3 4

令和4年1月1日
現　　　　　在

42.8

100.0 

100.0 

42.9

32.1

区　　　　　分

12

令和5年1月1日
現　　　　　在

現　 　　　　在

28

令和４年１月１日

 1

 7.1

10

 3.6

35.7

(％)

 1

区　　　　分

令和５年１月１日

現　 　　　　在  3.6

一 般 行 政 職

区　　　　　分

一 般 行 政 職

一　　般　　行　　政　　職

職　員　数

(人)

12

構　成　比
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　　職　　 員　 　数　（Ａ）  （人） 28 28

　　昇給に係る職員数  （Ｂ）  （人） 22 22

１号給

２号給

３号給 1 1

４号給 21 21

５号給

６号給

７号給

８号給

　　比率（Ｂ）／（Ａ）  （％） 78.6 78.6

　　職　　 員　 　数　（Ａ）  （人） 28 28

　　昇給に係る職員数  （Ｂ）  （人） 24 24

１号給 1 1

２号給

３号給

４号給 22 22

５号給

６号給

７号給

８号給 1 1

　　比率（Ｂ）／（Ａ）  （％） 85.7 85.7

　　   支　 　  　給　　　  　期 　 　　 別   　　　支

　カ　地域手当

16.0

28

16.0

調　　　布　　　市

　　　　 国の指定基準に基づく支給率 （％）

 キ　その他の手当

      支　 　給　　 対　 　象　 　地　 　域

         支　　　　　給　　　　　率 （％）

         支　給　対　象　職　員　数 （人）

国　　　の 　 　 制　　　 度 2.20 2.20

本　　　　　年　　　　　　度 2.15

通　　　　勤　　　　手　　　　当 異　な　る　。

　エ　昇給

区　　 　　 　分 合　計

本
　
　
年
　
　
度

号 給 別 内 訳

前
　
　
年
　
　
度

号 給 別 内 訳

　オ　期末手当・勤勉手当

区　　　　　　分

前　　　　　年　　　　　　度

６　月　（月分） １２月　（月分）

2.10 2.10

2.15

一般行政職

住　　　　居　　　　手　　　　当 異　な　る　。

国の制度との異同

扶　　　　養　　　　手　　　　当 異　な　る　。

 区　　　　　　　　分
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  　給　　  　率

　　交通用具等使用者の距離区分，金額等が相違

有4.40

職制上の段階，職務の

有0.25 4.55

備    考
級等による加算措置

支給率計　（月分）
３　月　（月分）

有0.25 4.45

　　支給要件と金額が相違

 差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

　　支給対象者の区分と金額が相違
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